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 背景・経緯  

ＪＲ南武支線川崎新町・浜川崎駅間新駅に関する協定の締結について

 新駅設置の目的・基本的な考え方・効果等 

・平成２６年３月～ ＪＲ東日本と川崎市において、地域と鉄道の持続的発展に向け勉強会を開始 

・平成２７年１月  両者において、包括連携協定を締結 

（ＪＲ東日本が自治体との間で締結する初の包括的な連携協定） 

南武支線新駅設置に関する調査及び検討に着手 

・平成２７年７月  検討状況に関する報告会を実施 

資料 

目的 ・人口が急増している小田栄地区等の利便性を向上し、まちづくりに寄与する。 

基本的な 

考え方 

・既存鉄道ストックを最大限に活用した簡易な構造の駅を、短工期で整備することにより、

早期に事業効果を発現する。 

・ＪＲ東日本と地方自治体が連携により具体化を図る「戦略的新駅」として、両者が協働

して取り組む。 

効果等 ・小田栄地区から新宿等に向かう際、時間短縮効果及び費用縮減効果を見込む。 

・定着時の利用者は乗降者数で約3,500人/日を想定する。 



■南武支線と小田栄地区 

■新駅の概要
─JR 南武支線─ 

（仮称）小田栄新駅 
検討対象位置 

  -JR 南武支線- （仮称）小田栄新駅設置に向けて取り組みます
包括連携協定に基づく第１弾として、川崎新町駅～浜川崎駅間における新駅の検討を進めます 

■検討位置の周辺状況 

■位置図 

□所在地 

  川崎市川崎区小田栄付近 

□検討位置 

  南武支線 川崎新町・浜川崎駅間 

□設置目的 

  人口が急増している小田栄地区の利便性を向上し、まちづくりに寄与するため。 

□開業目標時期 

  平成 27 年度末 

□利用者予測（定着時） 

  乗降者数 約 3,500 人／日 

□新駅による効果【例：小田栄地区 ⇒ 新宿】 

  【旧経路】  川崎までバス、川崎から東海道線・山手線利用（品川経由） 

  【新経路】  南武支線・南武線・湘南新宿ライン利用（武蔵小杉経由） 

所要時間  57 分 ⇒ 48 分【9分短縮】 

□備考 

 ・新駅設置に合わせて、南武支線の利便性向上策についても検討します。 

 ・ＪＲ東日本と地方自治体が連携により具体化を図る「戦略的新駅」として、両者が

協働により取り組みます。 

 ・新駅は、低コスト化・短工期化による早期開業を目指して取り組みます。 

 ・今後は、包括連携協定に基づき、新駅へのアクセス性向上や、公共交通の利用促進

に向けた周辺まちづくり等について、両者が協働して取り組みます。 
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参考資料１ 平成２７年１月２９日 報道発表資料 



協 定 書 

件名：南武支線川崎新町・浜川崎駅間新駅に関する基本協定書 

参考資料３



南武支線川崎新町・浜川崎駅間新駅に関する基本協定書 

川崎市（以下「甲」という。）と東日本旅客鉄道株式会社（以下「乙」という。）は、平

成２７年１月２９日付けで締結した「川崎市と東日本旅客鉄道株式会社との包括連携協定

書」第３条に基づき、南武支線川崎新町・浜川崎駅間新駅設置等（以下「事業」という。）

に関する基本的事項について、次のとおり協定を締結する。 

（目 的） 

第１条 この協定は、事業に関する基本的事項を定め、甲及び乙が相互に協力して円滑に

事業を実施することを目的とする。 

（事業の内容、位置及び範囲） 

第２条 事業の内容は、次の各号のとおりとし、位置及び範囲については、別紙「位置及

び範囲図」を基本とする。 

（１）ホーム及びホーム上家設置 

（２）スロープ設置 

（３）システム改修 

（４）簡易 Suica 改札機設置 

（５）その他 

（設計及び施行） 

第３条 事業に要する設計及び施行は乙が行うことを基本とし、詳細については別途甲乙

協議して定めるものとする。 

（費用負担） 

第４条 事業に要する費用は、甲及び乙で折半負担を基本とする。 

（利用促進） 

第５条 甲及び乙は、南武支線の利便性や快適性の更なる向上を目指し、利用促進のため

の施策に取り組むものとする。なお、その詳細については、別途甲乙協議して定めるも

のとする。 

（新駅設置後の取扱い） 



第６条 新駅設置後の駅の取扱いについては、一定期間の利用動向を鑑み、別途甲乙協議

して定めるものとする。 

（その他） 

第７条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、その都度甲乙協議

して処理するものとする。 

以上、本協定締結の証として、本書２通を作成し、甲乙各々記名押印のうえ、各自その

１通を保有する。 

 平成２７年 ７月３０日 

甲 神奈川県川崎市川崎区宮本町 1番地 

川崎市 

                            川崎市長         福 田 紀 彦 

乙 神奈川県横浜市西区平沼一丁目 40番 26 号 

東日本旅客鉄道株式会社 

執行役員横浜支社長  平 野 邦 彦 






